予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名　新 ＥＭＣ試験設備整備事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3093）

　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　　　　　　465,342千円（前年度予算額：　　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	　0

	要求額
	465,342
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	465,342

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
医療・福祉機器は需要の伸びが見込まれているが、医療・福祉分野の電子機器には高い安全性が求められ、その製品開発においてEMC試験（電磁両立性試験）は必須のプロセスとなっている。

また、電気自動車やハイブリッド車のみならず、従来型の自動車における電子制御化・衝突回避機能の搭載など、既存産業においても電子機器・電子部品の利用が進んでいるが、様々な電子機器・電子部品の開発においてEMC試験は法令及び国際規格に基づく必須の試験となっているにもかかわらず、導入・維持管理コストが高額なため、中小企業が自ら設置することは困難な状況にある。
（２）事業内容

県内産業の成長分野への展開を図るとともに、既存産業の高度化ならびに持続的な成長を支援するため、テクノプラザ（各務原市）本館内にEMC試験設備を設置し、医療・福祉機器をはじめとする電子機器・電子部品の開発・試験環境を整備する。
（３）県負担・補助率の考え方

中小企業が自ら設置することは困難なことから、県が試験研究設備として設置し、開放機器として利用料を徴収する。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	工事請負費
	146,989
	3m法電波暗室　96,574
シールドルーム　18,015
COSMOS撤去・付帯工事　32,400

	備品購入費
	318,353
	EMC試験装置　273,500
PSE試験装置　38,135
CFRP試験装置　6,718


	合計
	465,342
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
成長・雇用戦略において、具体的なプロジェクトとして位置付け

○試験研究設備の充実
高い安全性が求められる医療・福祉分野の電子機器等の開発に欠かせない、性能評価を行う「ＥＭＣ試験研究施設」をテクノプラザ内に整備
（２）他県の状況

全国の公設試のうち、３８都道府県が電波暗室を保有しており、EMC関連試験を実施している。
（３）後年度の財政負担
使用頻度が高い計測器で、かつ電子機器（測定器、アンプ、信号発生器等）のみを対象とした場合、平成27年度以降、年4,503千円（平均額）の校正・保守費用が必要となる。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
高い安全性が求められる医療・福祉機器をはじめとする電子機器・電子部品の開発・試験環境を整備することで、県内産業の成長分野への展開を図るとともに、既存産業の高度化ならびに持続的な成長を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	利用時間
	－
（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	2,352
（H26）
	％


	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H26）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	高い安全性が求められる医療・福祉機器をはじめ、様々な電子機器・電子部品の開発においてEMC試験は必須となっているにもかかわらず、導入・維持管理コストが高額なため中小企業が自ら設置することは困難な状況にあることから、県が試験研究設備として設置し、開放利用に供する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
専門知識のない県内中小企業に対しては試験研究機関が技術的な指導・支援を行うことで、設備の利用促進を図るとともに、県内産業の成長分野への展開、既存産業の高度化ならびに持続的な成長を支援する。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

試験研究設備として開放利用に供するとともに、機器利用講習会・研修なども開催することで、技術の普及と利用促進を図る。



